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総 行 第 7 3 0 号 

令和４年９月２日 

 

各区局・統括本部長 

                                      総務局長 

政策局長 

財政局長 

 

令和５年度予算編成における歳出改革基本方針 

 

本市は、市民の皆さまの期待が大きい必要な施策を着実に進めながら、将来に向かって財政の

健全性の維持も両立していく持続可能な市政運営の実現を、市政の基本に掲げています。 

本年６月に議決のうえ確定した「横浜市の持続的な発展に向けた財政ビジョン（以下「財政ビ

ジョン」という。）」と年内に確定をめざしている「中期計画」、「行政運営の基本方針」は、人口減

少、大規模災害、新型コロナ感染症、国際情勢、気候変動など、市政を取り巻く環境が従来と比

べ激変し、時代の大きな転換期にあっても横浜の資源や強みを生かしながら、本市が進むべき進

路や考え方を中長期の大方針として策定するものです。本市はこれから、この『３つの市政方針』

をもとに、市民の皆さまや社会の要請にしっかりと応えながら、持続可能な市政運営を進めてい

きます。 

５年度予算案は、この『３つの市政方針』に基づいて編成する最初の予算編成になります。 

８月に更新した「横浜市長期財政推計」では、2030 年の収支差が▲500 億円程度と見込まれる

とともに、３年度実績等を考慮した５年度の財政見通しでも多額の収支不足が見込まれています。 

こうした状況を十分に踏まえながら、『３つの市政方針』をもとに発出される「令和５年度市政

運営の基本的な考え方」に基づき、５年度予算編成や簡素で効率的な執行体制づくりに着手する

とともに、本方針（５年度予算編成における歳出改革基本方針）に沿って全庁一丸となって歳出

改革に取り組むこととします。 

この歳出改革を全庁的に進めていくにあたって、政策局、総務局、財政局の３局は、今まで以

上に連携を図り、各区局・統括本部のこれからの歳出改革の取組については、早め早めに進め方

や仕組みを示しながら、共有を徹底し、無駄なく効果的に取り組んでいけるように最大限努める

など、ともに取り組んでいきます。 

各区局・統括本部長においては、リーダーシップを存分に発揮され、５年度予算編成をはじめ、

中長期的な視点の歳出改革に率先垂範して取り組まれるようお願いします。 

 

１ 基本的な考え方 

（１）『３つの市政方針』と歳出改革の関係 

我が国の総人口や生産年齢人口が減少傾向等にある厳しい社会環境のなか、本市においては、

「財政ビジョン」「中期計画」「行政運営の基本方針」を『３つの市政方針』として、限られた経

営資源（財源、人材）のもとでも本市人口減少の抑制に貢献する効果的な施策・事務事業を進

め、「子育てしたいまち 次世代を共に育むまち ヨコハマ」という基本戦略を推進しながら、
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持続可能な市政運営を実現することを目指しています。 

そのためこれからは、「財政ビジョン」で掲げた 2030 年度までの減債基金の臨時的活用の脱

却に向け、施策・事務事業の「選択と集中」を本格的に実行していくなど、これまで通りを当

然としない『創造・転換』を理念とする歳出改革に段階的に取り組んでいく必要があります。 

 
（２）本市が目指す歳出改革 ～ 歳出改革の意義と定義 ～ 

本市はこれまでも、不断の行政改革として徹底した事業見直しなどに取り組んできました。 

しかし、将来に向かってさらに厳しい経営環境が見込まれる中で、これからは臨時財源に依

存しない柔軟性と、体系化・スリム化された予算構造へと変えていくことが求められています。 

そのためには、職員一人ひとりが、現役世代はもとより子どもたちや将来市民のためにも持

続可能な市政運営を実現することが、今の時代の市政を任された私たち横浜市役所の組織・職

員の使命であり、責務であることを「自分事」として、主体的自律的に実行していくことが不

可欠です。 

そして、職員誰もがこれまでの実績や経過を確認しつつも、従来型の縦割り意識から抜け出

し、「市民目線」「スピード感」「全体最適」の観点から、現状の施策・事務事業の課題の本質へ

と深く迫ることが必要です。さらに、デジタル技術の活用や多様な主体との公民連携を積極的

に展開しながら、時代の変化や多様化・複雑化する市民ニーズに最も相応しい行政サービスを

提供していくことや、新たな価値を創出できる行政職員へと、「意識」「思考」「行動」を変えて

いかなければなりません。 

こうした考え方を基本に据え、予算編成をはじめとした毎年度の市政運営において、単年度

思考に陥らず、中長期的な視点への思考、とりわけ中期計画の計画期間（2022～2025）や収支

差解消フレームの目標年度（2030）を重視し、 

■ 施策・事務事業の新陳代謝につなげる徹底した施策・事務事業の見直し  

■ データを重視した政策形成 

■ 戦略的・総合的な財源充実策の展開 

■ 市役所内部のさらなる業務改革 

■ 計画的・戦略的な投資管理 

■ 受益と負担のさらなる適正化 

■ ファシリティマネジメント（資産経営）の推進 

 などにより、硬直化した予算構造の改革と収支差解消に段階的に取り組み、常に市民・社会の

要請に応え続ける責任ある行政運営をすすめ、行政サービスの最適化を図り続けます。 

これらの全体の取組を、本市が目指す歳出改革とし、議会や市民の皆さまのご理解をいただ

きながら、市役所が一丸となって取り組んでいきます。 

 

（３）歳出改革を進める２つの仕組み 

ア 市役所のガバナンスとマネジメントの強化 

①  歳出改革基本方針の発出 

各年度の予算編成及び執行体制の検討にあたり、今回発出した「歳出改革基本方針」を

踏まえるとともに区局・統括本部における歳出改革の取組の主体性・自律性を強化します。 
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②  各区局・統括本部の「年間運営方針」との連動 

毎年度４月に策定する区局・統括本部の運営方針については、「３つの市政方針」や今後

毎年９月に発出する「市政運営の基本的な考え方」「予算編成方針」「歳出改革基本方針」

「執行体制方針」を具体化する方針として連動させ、当該年度はもとより、中長期も視野

に入れて各区局・統括本部の運営を進めます。 

また、運営方針を振り返り、評価するとともに、その結果を次年度予算や運営方針につ

なげていくことで、ＰＤＣＡサイクルを確立し、ガバナンスとマネジメントを強化します。 

③ 庁内における政策議論の強化 

次年度の歳出改革や組織体制、施策の「選択と集中」、さらには中長期的な政策議論の組

織横断的な実施などについて、予算編成が本格化する前や既存の会議等の活用により、庁

内政策議論の強化を図ります。 

イ 「政策-施策-事務事業」の体系化、施策・事務事業評価制度の再構築と予算編成との連動 

①  「政策-施策-事務事業」の体系化、施策・事務事業評価制度の再構築 

施策・事務事業の「選択と集中」による予算構造のスリム化等を図るため、「政策‐施策

‐事務事業」を体系化します。その上で、施策・事務事業評価制度の再構築を行い、事務

事業が施策の目的にどれだけ貢献しているか、アウトカム重視の評価に段階的にシフトし

ながら確認していきます。評価結果は、予算編成との連動や政策形成へ活用します。 

「政策‐施策‐事務事業」の体系化は、毎年度の予算編成の度に深化させていくととも

に、市 Web 等にも掲載していくことにより、本市が取り組む政策の全体の姿の「見える化」

を図り、議会や市民の皆さまと共有していきます。 

こうした一連の仕組みを機能させながら、施策実現に向けて有効な事務事業の「選択と

集中」を段階的に進めます。 

なお、再構築した施策・事務事業評価制度は、５年度（４年度決算及び６年度予算）か

ら運用を開始します。 

② 評価制度構築の着手としての 100大事業分析 

評価制度構築の着手として、財政ビジョン収支差解消アクションの取組の１つである、

一般財源活用額の上位 100事業（以下「100 大事業」という。）について、現状等の分析を

行います。100大事業の分析で活用する指標は、４年度決算の評価から全事務事業へ展開を

図ります。 

４年度中には、100大事業全体の傾向が分かるような概要の分析を、本方針と合わせて公

表（資料１）し、その後、個々の事業について事業所管部署による自己分析を行い、その

内容を５年度予算案と同時期に公表する予定です。 

分析内容は、政策局・総務局・財政局等の関係局で共有し、５年度予算編成の議論や中

長期的な歳出改革の検討、該当事業の検証や改善等に活用します。 

③ 「行政経営プラットフォーム※」の構築と活用 

「中期計画‐予算編成・執行‐決算・評価」のＰＤＣＡサイクルの確立を目指し、新た

な財務会計システムに「政策体系、予算編成・執行、決算・評価」のデータを構造化し保

持・蓄積するなど、データに基づくＰＤＣＡ展開の基盤となる「行政経営プラットフォー

ム」を構築します。 
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この基盤は、６年度予算編成から活用します。予算編成・政策立案等にデータをより活

用する仕組みの確立とあわせ、定性的な情報等のみによらない、データを重視した政策形

成（ＥＢＰＭ）の実現を進めます。 

※ 行政経営プラットフォーム： 新たな財務会計システム（Ｒ６年度から全面稼働）をベースとしたデ

ータの集積・活用により、データを重視した政策形成につなげるなど、行政経営を支える新たなプラ

ットフォーム 

 

（４）これから実施する取組の方向性と５年度予算編成に向けて 

４年度を起点として、「１（３）歳出改革を進める２つの仕組み」を踏まえた当面の主な工程

は、（資料２）のとおりです。 

今後、「１（２）本市が目指す歳出改革」に掲げた取組などについても、『３つの市政方針』を

取りまとめた政策局・総務局・財政局から区局・統括本部に順次示すなどにより、効率的・効

果的かつ着実に実行していきます。 

区局・統括本部においては、財政局から示された「原案編成水準」を“目安”として予算原案

を編成していく中で、次に示す「２ ５年度予算編成における歳出改革の取組」に基づいて、

５年度予算における歳出改革を検討してください。 

同時に、「１（２）本市が目指す歳出改革」に明記したとおり、５年度予算編成という単年度

に特化した事業見直しを中心に検討するという従来型の思考から脱却し、施策・事務事業の新

陳代謝につながる施策・事務事業の徹底した見直しをはじめとした「創造・転換」による歳出

改革を、中長期的な視点も持って進め、持続可能な市政の実現につなげることが必要です。 

そのため、区局・統括本部の５年度予算原案作成にあたっては、中期計画の計画期間（2022

～2025）や収支解消フレームの目標年度（2030）を見据え、中長期的な視点を持って歳出改革

を進めるための本質的な検討も始めるようお願いします。 

 
 主 な 役 割 

各区局・ 

統括本部 

５年度予算原案を編成する中で、“創造・転換”の視点で、次の２つを検討 

・５年度という目前の課題に対応するための歳出改革の取組 

・中長期的には必要となる歳出改革を計画的に進めるために、５年度から着手

すべき取組 

政策局 

総務局 

財政局 

各区局・統括本部が、より主体的・自律的に、歳出改革の取組を進めることが

できるよう、最終的な５年度予算案や「３つの市政方針」を見据えて、３局が

連携しながら、各区局・統括本部の支援や全庁的な調整の実施 
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２ ５年度予算編成における歳出改革の取組 

５年度予算編成を進めるにあたり、次に示す「検討にあたっての重点ポイント」を踏まえ、

区局・統括本部内で議論し、各区局・統括本部予算原案に反映してください。 

 

《検討にあたっての重点ポイント》 

（１）施策・事務事業の徹底した見直し 

持続可能な市政の実現に向け、これまでの編成作業における職員意識や組織風土を変えて

いく観点からも、５年度予算編成から、施策・事務事業の徹底した見直しにこれまで以上に

取り組むこととし、具体的には、次の視点から検討してください。 

 ア 新規事業や既存事業を拡充する場合は、その財源は同じ目的をもって実施している既存事

業の廃止や休止など、事業の新陳代謝を進めることで捻出することを基本としてください。

また、後年度の負担分についても、その財源捻出策を明確にしてください。 

イ 政策や施策の達成に向けては、より効果的な事務事業を議論し、当該事務事業に財源を集

中してください。 

ウ 個々の事務事業や施設・外郭団体等のあり方などについて、中長期的な視点に立って段階

的に縮小・廃止・適正化を進めるなど、今後の市政を見据えた「創造・転換」について、５

年度予算編成から検討を始め、５年度から着手すべき取組は５年度予算原案へ反映してく

ださい。 

 

（２）市役所内部経費のさらなる見直し 

ア 市役所内部の管理・運営経費などについては、物価高騰等現下の社会経済情勢を踏まえつ

つ、引き続き区局毎に出来うる経費縮減を図ってください。 

イ 市役所内部のさらなる業務改革として、内部経費のさらなる適正化を検討する観点から、

４年度下半期より外部の視点を導入した調査を総務局が実施する予定です。あわせてＢＰ

Ｒ※にも着手することから、今後これらに係る調査等にご協力をお願いします。 

※ＢＰＲ（ビジネスプロセスリエンジニアリング）：業務内容や業務フロー、組織構造などを見直し、

再構築することをいいます。 

 

（３）補助金・特別会計等に対する繰出金の適正化・縮減、新たな政策手法の導入 

ア 本市が交付している補助金（負担金・交付金なども含む）について、目的・内容・金額・負

担割合・期間設定・交付団体の自立など様々な観点から検証し、適正化を進めてください。 

イ 特別会計・企業会計の経営改善・自立については、国基準・他都市基準なども参考にしつ

つも、これを前提とせずに、一般会計からの繰出金の縮減を図ってください。 

ウ 行動デザインの知見によるナッジの活用や成果連動型の民間委託契約（PayforSuccess/PFS）

など、より高い効果を引き出す新たな政策手法の採用について、導入可能性を検討してく

ださい。 

 

（４）外郭団体等への財政支援の適正化 

コロナ禍による外郭団体及び関係団体（以下「外郭団体等」という。）の経営状況に十分配
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慮した上で、以下の視点から外郭団体等への財政支援の見直しを進め、予算原案や外郭団体

等の経営に反映してください。 

また、横浜市外郭団体等経営向上委員会からの指摘を踏まえ、協約マネジメントサイクル

の推進を軸とした、外郭団体等の財務改善に向けた取組を着実に進めてください。 

ア 外郭団体等が保有する資産については、基金等の取崩しなどによる補助事業への充当や本

市への寄附なども含め、積極的に活用を検討してください。 

各区局・統括本部の予算原案において、財源として見込むものについては、あらかじめ財

政局財政課と調整・協議してください。 

イ 外郭団体等に対する補助金や貸付金については、補助等の理由や効果を明確にするととも

に、必要に応じて補助基準や必要額等の見直しを行ってください。 

外郭団体等からの貸付金の返還等については、経営状況を踏まえた適切な対応となるよう、

十分に調整してください。 

外郭団体等を相手方とする随意契約については、原則競争入札に見直し、随意契約の継続

が必要な場合には、随意契約理由や積算内容を精査してください。 

ウ 損失補償については、本市の将来的な財政負担に影響を及ぼす場合もあるので、必要額や

借入条件について、事前に総務局及び財政局と十分な庁内調整を実施してください。 

 

（５）積極的な歳入確保策の実施と、個々の事業の持続可能性確保 

ア 広告料収入の獲得、企業とのタイアップ及びネーミングライツの導入による施設命名権収

入の確保等についても、引き続き、積極的に検討してください。 

イ 個人・法人からの寄附については、より多くの方に本市を応援してもらえるよう、広報・

ＰＲ等の強化に努めるとともに、寄附者のニーズと事業（プロジェクト）内容がマッチン

グするケースなどは、クラウドファンディング型の手法の実施についても積極的に検討し

てください。 

ウ 国が実施することが本来的には望ましいにもかかわらず、市民からの期待の大きさなど政

策的な見地から本市が国に先行して実施する施策については、あらゆる機会を捉えて、国

等への要望を強めてください。 

エ 国・県補助金などは、補助制度等に照らし、十分に調整のうえ、最大限確保してください。

その際、４年度認証状況だけでなく、これまでの予算計上額を踏まえた適切な水準で見込

むとともに、見込んだ財源は、予算執行に影響を与えないよう、確実に確保してください。 

一方で、これまでの決算などを踏まえ、本市の事業実績に比べ国費の歳入決算額が見合わ

ないなど国費措置に課題がある場合には、適切な国費措置がされ過度な市費負担とならな

いよう、国等への要望を強めてください。 

オ こうした財源確保を積極的に図りつつ、社会保障経費をはじめとした義務的な経費であっ

ても、個々の事業における本市の負担水準（特に、一般財源の負担水準）を、国基準や他

政令指定都市の水準と比較・検証することなどによって、個々の事業がより持続性可能な

制度となるよう、制度的な検討に着手してください。 

５年度から着手すべき取組は５年度予算原案へ反映してください。 
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（６）計画的・戦略的な投資管理の推進 

ア 公共投資全体については、計画的な市債活用をはじめとした負債管理、公共建築物の規模

の効率化などを踏まえた管理を徹底するとともに、全体最適の観点から、既存の事業計画

についても、個々の事業費・事業量の平準化をはじめ、柔軟に見直してください。 

イ 大規模な市債活用が必要な事業などについては、市費負担の最小化と市全体の投資効果の

最大化の観点から、可能な限りデータ等での客観性を高めながら進めるとともに、過去の

水準に照らした国費獲得・市費単独負担の可能性などを踏まえ、既存の事業計画にとらわ

れずに、時機を捉えて柔軟に見直してください。 

 

（７）使用料、利用料金、手数料など受益者負担のさらなる適正化 

使用料や利用料金、各種手数料などについては、以下の視点から、市民負担の公平性の観

点に立って負担水準等の検証を行い、あるべき負担水準等について、例えば、中期計画期間

ごとに適正化を実践するなど、受益と負担の適正化を進めてください。 

ア 「市民利用施設等の利用者負担の考え方」などに基づき、施設の利用状況や経営状況を市

民に対し積極的に公表しながら、施設運営費など対象経費の削減や利用者増による収入の

増加、新たな財源の確保など経営上の工夫を徹底し、そのうえで、使用料等の収入と市税

など公費負担のバランスや本市類似・同種施設の状況、他都市の状況などを総合的に勘案

し、使用料等の料金改定を検討してください。特に、人件費単価やランニングコスト上昇、

消費税率引き上げなど、コスト試算の前提条件が使用料等を設定した当時から変更となっ

ている可能性に留意してください。 

イ 現在実施している使用料等の減免の扱いについても、類似・同種の施設において明確な理

由がなく扱いが異なるなど、不統一な扱いとならないよう整理を進めてください。 

ウ 個々の施策・事務事業における受益と負担の関係についても、負担額による政策効果と、

市費負担抑制という両面から、データで客観性を明確にしながら検討してください。 

 

（８）ファシリティマネジメント（資産経営）の推進 

本市が保有する土地・建物等の資産を経営資源として総合的に捉え、以下の視点から、保

有のあり方・維持管理・利活用の最適化を目指し取り組んでください。 

 ア 本市保有の資産は、市民から負託された貴重な財産であるという原点に立ち返り、管理を

徹底するとともに、既存の計画や現在の利用を前提とせず、事業の必要性や実現性、利用

にかかる費用対効果や公平性について、期限を設けて見極めをし、価値の最大化に向けて、

全庁的な視点で利活用に取り組んでください。 

イ 個々の土地の利活用にあたっては、地域にとって何が必要かを適切に捉えることが必要で

あることから、地域課題・ニーズをきめ細かく把握し、現在の利用状況等の情報もオープ

ンにした上で、各区局の施策の枠にとどまらず、局横断的な視点で、地域住民全体の福祉

向上に向けた検討を行ってください。 

ウ 売却益等の一部を各区局予算に還元する「資産活用メリットシステム」を活用した区局連

携等の取組をより一層進めてください。 

エ 公有財産の貸付料や使用料については、直近の公示価格等を反映した適切な算定及び必要
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に応じた減免の見直しを実施するとともに、増減のあった財産の台帳等への登載や削除漏

れ、使用許可等の手続漏れ等の基本的な部分での不備がないか等、保有する資産の状況を

よく点検し、歳入確保と適正管理の取組を進めてください。 

オ 公共施設については、中長期的な視点に立ち、規模・数量、質、コスト等を将来の人口や

財政の規模に見合った水準へと適正化していくことを目指し、保全更新等にあたっては「公

共施設管理基本方針」や「公共建築物マネジメントの考え方」に基づき、「保全・運営の最

適化」、「施設規模の効率化」、「財源創出」の３つの原則に適合する取組を総合的に進めて

ください。 

カ 特に公共建築物については、施設総量（総床面積）の増加抑制に向けて、新築、建替え、用

途変更等を行う際には、類似施設や周辺施設の状況（立地、築年数、運営コスト、稼働率

等）、地域課題、地域ニーズ等を把握した上で、施設の多目的化や複合化、施設規模の効率

化、公民連携も含めた整備手法、余剰スペースの活用等について、個別の事業計画の適切

性に加え全体最適の視点で整合のとれた計画となるよう必ず検討し、再編整備検討専門会

議で審議・了承されたものを予算化してください。 

また、こうした事業の実施にあたっては、国庫補助金等の確保や公共施設等適正管理推進

事業債等の積極的な活用に取り組んでください。 

 

３ ５年度予算編成と連動した執行体制づくり 

持続可能な市政の実現に向けては、執行体制をゼロベースで見直し、総人件費を抑制してい

くことも不可欠です。 

政策を着実に推進するための執行体制を構築するために、「現状維持」「増員ありき」からの

脱却、横浜ＤＸ戦略の推進、全体最適の視点による既存業務や事務事業の見直しとスクラップ・

アンド・ビルドの徹底について、職場内で議論・共有するとともに、中長期的な視点で検討し、

５年度から効率的・効果的な執行体制構築に取り組み、総人件費抑制につなげてください。 

具体的には、次の３つの視点から検討してください。 

 

 ア 自治体情報システム標準化、行政手続きのオンライン化をはじめ、横浜ＤＸ戦略に基づく  

デジタル化・ＲＰＡ※の導入等を積極的に検討し、業務の効率化・省力化や組織・体制の再

構築を検討してください。 

   ※ＲＰＡ（Robotic Process Automation）：人工知能を備えたソフトウエアのロボット技術により、定型

的な事務作業を自動化・効率化する 

イ ＢＰＲの考え方を取り入れ、業務の目標と効果検証を踏まえつつ、業務フローの可視化等

を通して課題把握や原因分析を行い、業務フロー、情報システム等を見直し、組織・体制

の再構築を検討してください。 

ウ 施策・事務事業の推進にあたっては、本市の担うべき役割と責任を明確にした上で、これ

まで検討してきた課題も含め、民営化・委託化の推進はもとより、多様な民間主体とのさ

らなる連携や共創の深化という観点からも、市民や社会の要請に応える公的なサービスの

最適な実施主体・手法を検討してください。 



【100大事業の分析について】

９

●趣旨
「横浜市長期財政推計」（令和4年8月更新版）では、2030年の収支差が▲500億円程度と見込まれています。
令和4年6月に決定した「横浜市の持続的な発展に向けた財政ビジョン」の収支差解消フレームにおいては、

その▲500億円程度を「歳出改革」等により解消することとしています。その取組の一つとして、一般財源の
充当額の多い上位100事業（以下「100大事業」）について、個々の事業構造の転換や、一般財源の配分構造に
ついて局・事業をまたいだ再構成を図っていくため、現状や課題等の分析を行うものです。
今回は100大事業の全体の傾向が分かるような概要分析を行い、今後、個々の事業の分析についても実施して

いきます。

●留意事項
・令和４年度予算事業を対象に分析します。
・「一般財源」は千万円の位を四捨五入し、億円単位で表します。このため合計額が合わないことがあります。
・100大事業の中に複数の性質別分類（扶助費・市民事業費など）が含まれるものもあります。その場合、
「事業数」は当該事業の性格をより表す性質別分類に寄せて集計し、「一般財源」は性質ごとに分けて集計し
ています。
例）

※性質別歳出とは、経費の経済的性質に基づいて分類する歳出項目のことです。経費を性質別に分類することにより、市の経費の中で
削減することが困難である義務的経費（※※）がどれくらいを占めているか等の財政運営の状況を把握することが可能となります。
※※支出の原因がいったん生起すると翌年度以降支出が義務付けられ、その削減が極めて困難となる性格を有している経費のこと
（人件費、扶助費、公債費）

扶助費 ９億円 市民事業費
１億円

・事業数：扶助費で1事業として集計
・一般財源：扶助費９億円 市民事業費１億円と

それぞれで集計

資料１



【100大事業一覧】※性質別に色分けをしています

10
性質別名称

人件費
（人）

扶助費
（扶）

行政運営費 施設等整備費
公債費
（公）

繰出金
（繰）

市民事業費
（事）

市民助成費
（助）

施設運営費
（施）

庁舎管理費
（庁）

企画管理費
（企）

国庫補助事業費
（国）

市単独事業費
（単）

(単位：億円)
番号 100大事業 性質

一般
財源

番号 100大事業 性質
一般
財源

1 人件費 人 3,167 34 新型ｺﾛﾅｳｨﾙｽ感染症対策事業 事 36

2 公債費 公 1,828 35 放課後キッズクラブ事業 事 35

3 介護保険事業費会計繰出金 繰 460 36 市街地開発事業費会計繰出金 繰 34

4 下水道事業会計繰出金 繰 411 37 小学校　学校運営振興費 施 34

5 後期高齢者医療事業費会計繰出金 繰 347 38 文化施設運営事業 施 33

6 施設型給付費 扶 322 39 20街区ＭＩＣＥ施設整備運営事業 単 32

7 生活保護費 扶 314 40 児童措置費等 扶 31

8 保育・教育施設向上支援費 扶 275 41 地域ケアプラザ運営事業 施 30

9 国民健康保険事業費会計繰出金 繰 167 42 私立幼稚園等預かり保育補助事業 助 29

10 個性ある区づくり推進費 施 132 43 公園・施設別管理運営事業 施 29

11 横浜市立大学運営交付金 事 126 44 みどり基金積立金 繰 29

12 定期予防接種事業 事 104 45 中学校給食事業費 事 28

13 横浜環状北西線整備事業 単 93 46 難病対策事業 扶 28

14 障害者支援施設等自立支援給付費 扶 92 47 （一財）横浜市道路建設事業団保有道路資産購入事業 単 27

15 居宅介護事業 扶 86 48 借上型市営住宅費 国 26

16 小児医療費助成事業 扶 77 49 地域型保育給付費 扶 26

17 障害者グループホームＢ型設置運営費補助事業 扶 75 50 企業立地促進条例による助成事業 単 25

18 児童手当支給事業 扶 74 51 南本牧ふ頭第5ﾌﾞﾛｯｸ処分場整備事業 単 24

19 病院事業会計繰出金 繰 73 52 公園維持管理事業 施 23

20 敬老特別乗車証交付事業 事 66 53 中央と蓄場費会計繰出金 繰 23

21 重度障害者医療費助成事業 扶 61 54 情報システム運営管理事業 庁 23

22 学校給食調理業務民間委託事業費 事 59 55 一般財団法人横浜市道路建設事業団への補助 単 22

23 児童扶養手当支給事業 扶 59 56 横浜市立動物園管理運営事業 施 22

24 延長保育事業 扶 51 57 高速鉄道事業会計繰出金（財政局） 繰 22

25 道路等維持費（道路修繕事業） 単 46 58 妊婦・産婦健康診査事業 事 22

26 障害児通所支援事業 扶 45 59 就学奨励費 扶 22

27 自動車事業会計繰出金（健康福祉局） 繰 44 60 中学校　学校運営振興費 施 21

28 医療費公費負担事業 扶 44 61 工場補修費 単 21

29 公園整備事業 単 43 62 行政情報通信基盤(庁内LAN)運用事業 庁 19

30 小学校　学校管理費 施 40 63 高速鉄道事業会計繰出金（健康福祉局） 繰 19

31 がん検診事業 扶 39 64 小中学校整備事業（新増改築） 単 19

32 家庭ごみ収集運搬業務委託事業 事 36 65
横浜市総合リハビリテーションセンター及び
福祉機器支援センター管理運営費

扶 18

33 みどり保全創造事業費会計繰出金 繰 36 66 償還金・還付加算金 企 18

番号 100大事業 性質
一般
財源

67 社会福祉法人型障害者地域活動ホーム運営事業 扶 18

68 自立生活移行支援助成事業 扶 18

69 横浜美術館大規模改修事業 単 17

70 市庁舎管理運営事業 庁 17

71 粗大ごみ処理事業 事 16

72 分別・リサイクル推進事業 事 16

73 福祉特別乗車券交付事業(民営ﾊﾞｽ) 扶 15

74 街路樹管理事業費 施 14

75 英語教育推進事業 事 14

76 私学助成幼稚園等に係る施設等利用給付費 扶 14

77 市営住宅指定管理者経費 施 14

78 更生医療給付事業 扶 13

79
地域活動支援センター運営事業（身体・知的
障害者地域作業所型）

扶 13

80 中学校　学校管理費 施 13

81 公共建築物長寿命化対策事業 単 13

82 高齢者インフルエンザ予防接種事業 事 13

83 養護老人ホーム等措置費 扶 12

84 市営住宅計画修繕・入退去業務等委託費 単 12

85 放課後児童クラブ事業 事 12

86 橋梁整備費(橋梁整備事業) 単 11

87 障害者ｽﾎﾟｰﾂ文化ｾﾝﾀｰ管理運営事業 施 11

88 小学校教育用コンピュータ整備事業 庁 11

89 地域活動推進費 助 11

90 準要保護児童学校給食費 扶 11

91 精神障害者生活支援ｾﾝﾀｰ運営事業 扶 11

92 社会福祉施設等償還金助成事業（特別養護老人ホーム等） 単 11

93 横浜市地域福祉活動補助金 助 11

94 資源集団回収促進事業 助 10

95 地域型保育向上支援費 扶 10

96 教職員給与等管理事務費 庁 10

97
地域活動支援センター運営事業（精神障害者
地域作業所型）

扶 10

98 予備費 企 10

99 保育・教育人材確保事業 助 10

100 児童福祉施設等における感染症拡大防止対策事業 事 10
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【１性質別】事業数・一般財源

■一般財源
■事業数
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■事業数は、行政運営費が40事業と最も多く、一般財源は人件費3,167億円、扶助費1,893億円、
公債費1,828億円の順となっています。

※施設等整備費では一般財源を448億円活用していますが、立替施行の後年度支払分である北西線整備事業や
道路建設事業団関連支出(道路資産購入分）を除くと327億円となっています。
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【２対象者別】事業数・一般財源
■事業数・一般財源ともに、市民全体を対象とした事業が最も多く、一般財源活用額の上位は
人件費(3,167億円）、公債費（1,828億円）、繰出金（下水道・国民健康保険など）（722億円）
であり、市民全体の約86％を占めています。

■次は、こどもを対象とする事業であり、一般財源活用額の上位は、施設型給付費（322億円）、
保育・教育施設向上支援費（275億円）となっています。
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■一般財源
■事業数 40

20

0

事業

億円
6,665億円

42事業

1,467億円

29事業

8事業

483億円

14事業

366億円 4事業
225億円

972億円
3事業
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【３性質別 × 対象】事業数・一般財源

人件費 公債費 施設等整備費 繰出金

市民
助成費

市民
事業費

13事業
359億円

1事業
3,167億円

1事業
1,828億円

15事業
583億円

施設
運営費

企画管理費

庁舎管理費 5事業
104億円

30事業
1,893億円

補助事業費

単独事業費

15事業
413億円

内部経費

40事業
1,175億円

16事業
448億円

12事業
1,665億円

5事業
92億円

扶助費

2事業
38億円

1事業
35億円

億円

1,021億円
（13事業）

468億円
（13事業）

314億円
（1事業）

77億円
（2事業）

12億円
（1事業）

億円

258億円
（7事業）

126億円
（1事業）
118億円
（5事業）

億円

49億円
（3事業）

39億円
（2事業）

億円

226億円
（7事業）

108億円
（4事業）

14億円
（1事業）

11億円
（1事業）

行政運営費

■扶助費、市民事業費（行政運営費）では、こども対象の事業の一般財源がそれぞれ 1,021億円、
258億円と他の対象者に比べて多くなっています。
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※事業の中に複数の性質別分類が
含まれる場合に、「事業数」は
当該事業の性格をより表す性質別
分類に寄せ、「一般財源」は性質
ごとに分けて集計しています。
このため事業数が「―」となって
いる場合があります。

79億円
（2事業）

1億円
（-事業）

4億円
（-事業）



上乗せ横出し
なし

【４実施根拠】事業数・一般財源

規則・方針決裁等
(※)のみ法律 条例のみ

上乗せ横出し
あり

49事業 26事業

16事業 9事業
621億円613億円

75事業
8,943億円

※方針決裁等には実施要綱、
経営会議での決定などを
含みます

■ 75事業（8,943億円）が法令に定めのある事業です。
そのうち、国の基準や他都市の水準から超過、対象拡大など（いわゆる上乗せ横出し）のある
事業は26事業となっています。

根拠法令など

14

100事業
１兆177億円



国庫補助基本額

（国庫支出金）

①単価差
②
規
模
差

③
対
象
差

純
単
独

補
助
単
価

実
際
の
単
価

補助対象規模A
補助事業の実施規模B
補助対象となるべき事業の規模C

(a’)(a)

「上乗せ横出し」について参考

今回の分析での「上乗せ横出し」は、国庫補助基本額（国庫支出金）（下図水色部分）を
超えた、①単価差（下図赤色部分）、②規模差（下図紫色部分）、③対象差（下図緑色部分）
と、国に要求したものの認証がとれなかった認証差を指します。

総 事 業 規 模
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人件費【法】 公債費【法】 行政運営費 施設等整備費 繰出金

市民
助成費

市民
事業費

1事業
3,167億円

1事業
1,828億円

15事業
583億円

施設
運営費

企画管理費

庁舎管理費

補助事業費

単独事業費

内部経費

扶助費

【５性質別 × 実施根拠】事業数・一般財源

億円

上乗せ等なし： 9事業
あり：15事業

3事業

3事業

億円

上乗せ等なし：9事業
あり： 4事業

2事業

億円

2事業

１事業

億円

億円

上乗せ等なし：7事業
あり：-事業

億円

上乗せ等なし：9事業
あり：－事業

5事業

2事業
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上乗せ等なし：－事業
あり： 3事業

上乗せ等なし：9事業
あり： 1事業

※棒グラフは一般財源の合計額を示しています。
※事業の中に複数の性質別分類が含まれる場合に、「事業数」は当該事業の性格をより表す性質別分類に寄せ、「一般財源」は性質ごとに分けて集計しています。
このため事業数が「―」となっている場合があります。

30事業
1,893億円

40事業
1,175億円

16事業
448億円

12事業
1,665億円

5事業
92億円

13事業
359億円

2事業

5事業
104億円
2事業
38億円

15事業
413億円

1事業
35億円

―事業

―事業 ―事業
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【６分野別】事業数・一般財源
■横浜市財政見える化ダッシュボードの23分野別※に見ると、一般財源の活用額上位は、
人件費（3,167億円）を含む「行政運営（3,300億円）」、次に公債費（1,828億円）を含む
「財政・会計（1,908億円）」となっています。以下、「子育て（1,057億円）」、
「介護・高齢者福祉（904億円）」、「まちづくり（807億円）」の順となっています。

億円

■一般財源
■事業数

20

10

0

事業
3,300億円

2事業

1,057億円
16事業 904億円

5事業

807億円
14事業

506億円
14事業

460億円
7事業 387億円

5事業

283億円
12事業 190億円

8事業
126億円

1事業

1,908億円
6事業

54億円
2事業

17
※財政見える化ダッシュボードの開発者・株式会社WiseVineにて、

300以上の自治体の事業を類型化し、23分野を設定しました。

51億円
2事業

48億円
2事業

44億円
1事業

42億円
2事業 11億円

1事業



「３つの市政方針」に基づき
「改革」の土台を築きつつ着手

2040年を見据え、2030年を間近に控えた
「改革の推進」と「総括検証」

新たな市政方針の共有
新たな市政方針に基づく

歳出改革実践①
歳出改革実践③と

総括検証
新たな市政方針に基づく

歳出改革実践②

２０２２
R４

２０２３
R５

２０２４
R６

２０２５
R７

２０２６
R８

２０２７
R９

２０２８
R１０

２０２９
R１１

＋５００億円
程度

収支差解消に向けた改革のフェーズ展開

歳出改革の推進

２０３０
R１２

戦略的・総合的な
政策・事業展開等による

税収増等

段階的に歳出改革による財源創出額を積上げ

R4から歳出改革を意識した取組に着手
R6から本格化させ、2030年度までに500億円程度を積上げ

税収増につながる人や企業を呼び込む政策・規制緩和・事業投資等を展開

歳出改革を進める仕組みを踏まえた主な工程

★ ★「３つの市政方針」の策定減債基金の活用 ０億円
＝脱却

２００
億円

減債基金活用額を段階的に縮減

R5～7年度活用上限額：500億円程度とし、各年度の活用額を縮減し、

2030年度に活用から脱却。

期間合計で上限1,000億円を活用。

【仕組み①】
市役所のガバナンスと
マネジメントの強化

↓
≪ねらい≫
限られた経営資源（財
源・人材）の有効活用

【仕組み②】
政策・施策・事務事業の
体系化、
評価制度の再構築、
予算編成との連動

↓
≪ねらい≫
PDCAサイクルの確立
事務事業の新陳代謝

「行政経営プラットフォーム（仮称）」の構築と活用

「中期計画」→「予算編成・執行」→「決算・施策-事務事業評価」→
「評価結果データ等を予算編成や中期計画へ反映」というサイクルの確立、
段階的なアウトカム指標化

★★ ★★ 政策-施策-事務事業の体系化、評価制度の再構築

★ ★「３つの市政方針」の策定

庁内における政策議論の強化
「歳出改革基本方針」に基づく予算編成・組織体制検討

区局・統括本部の「年間運営方針」との連動

資料２
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